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司法研修所における研修・研究 下級裁判所における研修・研究

（司法研修所第１部） （各下級裁判所）

各裁判所に特有な問題についての研究

訴訟運営上の問題についての意見交換

など

判事補等に テーマ別研修・研究 簡易裁判所判事に

対する研修・研究 対する研修・研究

新任判事補研修 裁判実務に関連す 新任簡易裁判所

る研究 判事研修

判事補２年実務研究

簡易裁判所判事

判事補３年実務研究 マネジメント関係 ３年実務研究
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☆ 判事補等に対する研修及び研究

新任判事補研修（任官直後）（２週間程度・司法研修所）

・社会人，裁判官としての心構えの修得
・事件処理についての基礎的知識・技能の修得（各種の専門的法律

分野，法律周辺諸科学に関する基礎知識も含む）
・裁判所の組織・機構・職員制度に関する知識の修得 など

新任判事補研修後の研さん（１年間程度・配属庁）

・実際の事件処理を通じた，判決書の書き方，訴訟運営の仕方な
どの修得

・講演，研究会（事実認定・判例等），座談会等

判事補２年実務研究（１週間程度・司法研修所）

・民事，刑事事件の事実認定についての研究
・判例の読み方についての研究
・令状事件処理についての研究 など

任官後２年経過

配属庁での各種の研修 民間企業等での研修

民事執行，倒産等の専門的 民間企業等で，業務の体験・見
な事件について，事件処理 学により，社会的視野の拡大
を通じて知識，技能の修得

判事補３年実務研究 ①（１週間程度・司法研修所）

任官３年目以降に担当する可能性がある民事執行事件，破産事件，
少年事件，簡裁事件について講義，研究

判事補３年実務研究 ②（２週間程度・司法研修所）

専門分野研修（平成１４年度より）
医療，知的財産権，税務・会計コースなど（選択制）
専門家の講義，事例研究，関連現場での体験・見学など
例：医療コース 医師の講義，医療過誤訴訟の研究，医療現場体験

判事補６年実務研究（１週間程度・司法研修所）

・民事・刑事事件の単独審理の訴訟運営等についての研究
・家事事件処理についての研究
・マネジメントについての研究 など

判事任官者実務研究（任官１１年目）（１週間程度・司法研修所）

・リーダーシップ等マネジメントについての研究
・民事・刑事・家事事件の訴訟運営等についての研究
・裁判の在り方についての研究 など



民間企業研修の実施状況（平成１３年度）

派 遣 先 人数 派遣先

６人 ３社報 道 機 関 コ ー ス
（注１）（判事を約３週間報道機関に派遣）

内訳 新聞社 (４人) (２社)

通信社 (２人) (１社)

３人 ３社民 間 企 業 長 期 （ １ 年 ） コ ー ス
（若手判事補を１年間民間企業に派遣）

内訳 製造業 (２人) ２社

(１人) １社保険

１４人 １４社民 間 企 業 長 期 （ ４ か 月 ） コ ー ス
（若手判事補を約４か月間民間企業に派遣）

内訳 製造業 ６人 ６社

鉄道業 ３人 ３社

保険 ２人 ２社

通信 １人 １社

商社 １人 １社

電力 １人 １社

１人 １社日 本 銀 行 コ ー ス
（若手判事補を１年間日本銀行に派遣）

１８人 １７社民 間 企 業 短 期 コ ー ス
（判事を約２週間民間企業に派遣）（注２）

内訳 製造業・製造販売業 （２５人） (１２社)

ガス (６人) (３社)

商社 (５人) (２社)

合 計 ４２人 ３８社

（注１） 報道機関コースにおいては，各社に２名の判事を派遣

している。

（注２） 民間企業短期コースにおいては，派遣先２社を１組とし，

１組（２社）について，２名の判事を各社１週間程度ずつ

派遣している。



☆ テーマ別研修・研究

・ 裁判実務に関連する研究

＜実務研究会＞

種 類 民事事件，刑事事件，家事事件，少年事件，行政事件，労働事件，知

的財産権事件，民事執行事件，倒産事件を取り上げる研究会，上訴審

特有の問題について研究する研究会 など

期 間 １週間程度

内 容 特定の事件分野に関する問題研究，外部講師による講義，講演 など

＜弁護士任官者実務研究会＞

期 間 １週間程度

内容等 弁護士から裁判官に任官した者を対象

裁判所の組織等についての概括的な知識修得

裁判官の在り方についての研究

裁判運営の在り方についての研究 など

＜司法研究＞

期 間 １年間程度

内容等 裁判実務上の諸問題についての各地の事務処理の実情等の調査，

実務上理論上の問題点の研究，報告

マネジメント関係の研究・

種 類 裁判部の総括裁判官を対象とする研究会，裁判所支部の支部長を対象

とする研究会 など

期 間 １週間程度

内容等 裁判部や支部の運営についての研究，外部講師によるマネジメントに

ついての講義 など

・ 専門研究会

期 間 １週間程度

内容等 裁判実務に直接関係しない現代社会の当面する課題等をテーマ

外部講師による講演，パネルディスカッション，座談会 など

従前の例 医療，高齢化社会，都市問題，食糧問題 など


